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平
成
27
年
度
決
算
報
告

地方交付税など

45.5％
26億 6,063 万円

国・県補助金など

20.9％
12億 2,234 万円

町  債

6.9％
4億 240 万円

　いても暮らすことができるようにするためのお金
国・県から目的に対して補助されたお金 ☆ローン

国や銀行からの借入

公債費

22.6％
11億 9,605 万円

補助費など

10.4％
5億 4,842 万円

繰出金

8.8％
4億 6,364 万円

積立金
2.9％
1億

5,604 万円

建設事業（災害含む）・
維持修繕費

次
期
繰
越
金

24.4％
12億 9,100 万円

☆ローンの返済 ☆町内会費
（嶺北広域行政事務組合
　負担金・出資金など）

☆仕送り
（特別会計への繰出金など
　※後期高齢者医療負担金含む）

☆預貯金
（基金積立）

☆車の購入費・家の修繕費
（道路・給水施設・建物などの整備）

財政調整基金　　　　5億2,646万円
減債基金　　　　　　8億4,924万円
福祉基金など　　　　11億 6,530万円

　　　計　　　　　　25億4,100万円

※定額運用基金や特別会計の基金は
　含みません。
　（平成２８年５月３１日現在）

簡易給水施設整備事業 1億 13万円

町道改良・修繕工事 8,418万円

西峰地区集落活動センター整備事業
 6,478万円

がけくずれ住家防災対策工事 5,199万円

山村農業実践センター改修工事
 1,940万円

特別会計（特定の収入でその支出が賄えるもの）

会計名 歳　入 歳　出 歳入のうち
一般会計からの繰入金

国民健康保険

簡易水道事業

介護保険

後期高齢者医療

計

7億　220万円

9,755 万円

7億　610万円

9,120 万円

15億 9,705 万円

7億　205万円

9,755 万円

6億 7,239 万円

9,044 万円

15億 6,243 万円

7,047 万円

4,022 万円

1億 2,276 万円

4,702 万円

2億 8,047 万円

（平成２７年度　地方財政状況調査より）

　
平
成
27
年
度
の
大
豊
町
の
決
算
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

　

皆
さ
ん
の
納
め
た
税
金
が
、
1
年
間
で
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
、
確
か
め
て
み
ま
し
ょ
う
。

積立基金（町の預貯金等）残高 平成２７年度の主な事業

☆平成２７年度は４会計合わせて約３億円を繰り入れ。
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一般会計（教育や福祉、道路整備など行政の基本的な会計）

歳　入

対前年度比+11億1,170万円

58億 4,790万円
－平成 26年度47億 3,620万円

町  税

6.3％
3億 6,686 万円

使用料・手数料
財産収入など

20.4％
11億 9,567 万円

☆年収
自分たちで賄えるお金

☆親からの仕送り
全国どこに住んで　　

人件費

14.5％
7億 6,581 万円

物件費

11.5％
6億 616 万円

扶助費
4.9％
2億

6,204 万円

☆食費
（議員報酬や職員給与・手当など）

☆光熱費
（消耗品・光熱水費など）

☆医療費
　など

平成２７年度決算に見る台所事情

健全化判断比率（財政の健全度）

☆－は、算定の結果「資金不足がない」ことを表しています。

企業会計の悪化の度合いを表しています。

歳　出
52億 8,917 万円

－平成26年度43億 8,260万円

対前年度比+9億657万円

私たちの生活に
置き換えると…

　歳入を見てみると、町税や財産収入など町が独自で確保できた財源は、全体の約２７％で、残りは全て国や県からの
仕送りと町債（ローン）となっています。
　なかでも歳入全体の約４６％を占める「地方交付税」は、配分
の基準となる人口が減少しているため、今後の増加は期待でき
ず厳しい状況が予想されます。
　歳出を見てみると、過去に行った建設事業などのローン返済
である公債費が歳出全体の約２３％を占めています。
　また普通建設事業は、道路橋梁などの改良および修繕工事を
はじめ、西峰地区集落活動センターの整備や山村農業実践セン
ターの改修など、歳出全体の約２４％となっています。
　この結果、町の台所事情は年収の約３倍の親からの仕送りで
１年間の生活を賄っていることになります。

資金不足率 大豊町 早期健全化基準 財政再生基準

－ 20.00％簡易水道事業
特別会計

一般会計の赤字額の程度を表しています。

全会計の赤字額の程度を表しています。

町が返済した借金の返済率を表しています。

町が将来負担する可能性がある実質的な負
債が、どのくらいあるかを表しています。

☆－は、算定の結果「実質赤字がない」ことを表しています。

健全化判断比率 大豊町

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

11.4％

－

－

－

15.00％

20.00％

20.00％

25.00％

350.00％

30.00％

30.00％

早期健全化基準 財政再生基準




